
 国においては「独立行政法人通則法の一部を改正する法律」（平成26年法律第66号）、「独立行政法
人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律」（平成26年法律第67号）が
公布され、法人の政策実施機能や業務の質と効率を向上させるための抜本的な見直しが行われた。 
 また、地方自治体からも制度改正を求める要望が出ていることや、人口減少問題に的確に対応する地
方行政体制のあり方を検討する必要性が生じている。 
 以上のような現況を踏まえ、地方独立行政法人制度の改革にかかる諸課題について検討することを目
的とする。 
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